
会計情報レポート

平成27年12月に公表された企業会計基準適用指針
第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指
針」（以下、回収可能性適用指針）は、平成28年4月
1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首か
ら原則適用となります。本稿では、回収可能性適用指
針の原則適用に係る平成29年3月期決算に当たって
の留意事項を解説します。
なお、文中の意見にわたる部分は筆者の私見である
ことをあらかじめお断りします。

1. 回収可能性適用指針の基本的な考え方
回収可能性適用指針は、これまで繰延税金資産の回
収可能性の判断に当たっての指針であった監査委員会
報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関
する監査上の取扱い」（以下、66号）における基本的
な枠組みである、企業の「分類」に応じて繰延税金資
産の回収可能性を判断するという考え方を踏襲してい
ます。すなわち、企業を（分類1）から（分類5）の
五つの分類に分け、それぞれの分類に応じた定めに従
い、繰延税金資産の回収可能性を判断するとしたこれ
までの方法を基本的に引き継いだ上で、次のような観
点から一部の定めを必要に応じて見直しています。

このように、回収可能性適用指針は、66号の基本的
な考え方は踏襲しているものの、要件や文言が変更さ
れている箇所があり、適用の影響は各社各様であるた
め、それぞれ慎重に検討する必要があります。

2. 66号からの主要な改正点
（1）主要な改正点の概要
回収可能性適用指針では、66号の定めと比べて、
＜表1＞に記載した点などが見直されています。
＜表1＞のうち、③から⑤の項目は、それぞれの原

則的な取扱いに対して、「企業が合理的な根拠をもっ
て説明する場合」に限って特例規定が適用となる、い
わゆる「反証規定」となっており、会社が自らの意思
により説明するかどうかによって、繰延税金資産の計
上額が異なることになる点に留意が必要です。
以下では、＜表1＞の③から⑤の項目について解説

します。

（2）（分類2）におけるスケジューリング不能な将来減
算一時差異
回収可能性適用指針では、（分類2）に該当する企業
において、原則として従前の66号と同じくスケジュー
リング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産に
つき、その回収可能性がないものとされています。た
だし、将来いずれかの時点で損金に算入される可能性
が高いと見込まれるものに関しては、当該将来いずれ
かの時点で回収できることを企業が合理的な根拠を
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もって説明する場合に、この将来減算一時差異に係る繰
延税金資産には回収可能性があるものとされています。
回収可能性適用指針では、この定めが用いられる具
体的なケースとして、過去に減損処理を行った上場株
式（いわゆる政策保有株式）や役員退職慰労引当金が
挙げられています。しかし、この定めを適用すること
ができるかどうかは、形式的に政策保有株式や役員退
職慰労引当金に係る一時差異に該当するかという判断
ではなく、将来いずれかの時点で損金に算入される可
能性が高いと見込まれるものに関し、当該将来いずれ
かの時点において、スケジューリング不能な将来減算
一時差異を課税所得が上回る見込みが高いかどうかを
慎重に判断することが求められる点に留意が必要です。

（3）（分類3）における課税所得の見積年数
回収可能性適用指針では、（分類3）に該当する企
業において、原則として、従前の66号と同じく将来
の合理的な見積可能期間（おおむね5年）以内の一時
差異等加減算前課税所得※の見積額に基づいて、繰延
税金資産の回収可能性を判断することとされています。
また、将来の合理的な見積可能期間が、一定のケース
で5年以内のより短い期間となる定めが設けられてい
る点も、66号と同様です。
ただし、66号と異なり、次の点を勘案して、5年

を超える見積可能期間においてスケジューリングされ
た一時差異等に係る繰延税金資産が回収可能であるこ

とを企業が合理的な根拠をもって説明する場合、当該
繰延税金資産は回収可能性があるものとされます。

なお、この定めは、前述のとおりいわゆる「反証規
定」であり、その実態を適切に判断することが求めら
れます。回収可能性適用指針では、5年超の回収可能
性が認められる可能性があるケースとして、次のよう
な例を挙げているため、判断に当たっての参考になり
ます。

（4）（分類4）の要件を満たしたときの特例
回収可能性適用指針では、（分類4）に該当する企
業において、原則として、66号と同じく翌期1年間
のみの一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づい

▶表1　回収可能性適用指針と66号の比較（主な相違点）

• 臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が
大きく増減している原因

• 中長期計画（おおむね3年から5年の計画が想定され
ている。以下同じ）

• 過去における中長期計画の達成状況
• 過去（3年）及び当期の課税所得の推移　など

項目 回収可能性適用指針の定め 66号の定め

①各分類の要件をいずれも満たさない場合の取扱い 各分類の要件からの乖
かい

離
り

度合いが最も小さいと判断さ
れるものに分類される 特に定めなし

②（分類2）・（分類3）の要件における判断基準 税務上の「課税所得」 会計上の「経常的な損益」

③（分類2）におけるスケジューリング不能な将来
減算一時差異 回収可能とされるケースがある 一律に回収不能とされる

④（分類3）における課税所得の見積年数 5年超の見積りが可能とされるケースがある 実務上、5年以内に制限されている

⑤（分類4）の要件を満たしたときの特例 （分類3）となるケースだけでなく、（分類2）とされ
るケースがある

分類④ただし書きにおいて、分類③と同様の取扱
いとする定めが設けられている

⑥（分類4）・（分類5）の要件における判断基準 要件について全て発生ベースの判断基準に統一される 要件について残高を基礎とした判断基準がある

※　一時差異等加減算前課税所得とは、将来の事業年度における課税所得の見積額から、当該事業年度において解消すること
が見込まれる当期末に存在する将来加算（減算）一時差異の額（及び該当する場合は、当該事業年度において控除するこ
とが見込まれる当期末に存在する税務上の繰越欠損金の額）を除いた額をいう。これは、（分類3）及び（分類4）の企業で、
スケジューリングされた将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性を判断する際に比較する課税所得の概念を明
確化するために回収可能性適用指針において定義されている。

• 製品の特性により需要変動が長期にわたり予測でき
るときに、当該需要変動の推移から課税所得が大き
く増減している原因を合理的な根拠をもって説明で
きるような場合

• 長期契約が新たに契約されたことにより、長期的かつ
安定的な収益が計上されることが明確になる場合
（長期契約の内容を勘案することが必要）
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て、繰延税金資産の回収可能性を判断するとされてい
ます。
また、（分類4）の要件を満たす企業で、次の点を
勘案し、将来においておおむね3年から5年程度は一
時差異等加減算前課税所得が生じることを企業が合理
的な根拠をもって説明するときには（分類3）に、将
来において5年超にわたり一時差異等加減算前課税所
得が安定的に生じることを企業が合理的な根拠をもっ
て説明するときには（分類2）に該当するものとして
取り扱われます。

66号においても、重要な税務上の繰越欠損金等が
「非経常的な特別の原因」により発生した場合には、
分類④に該当する企業であっても、分類③と同様の回
収可能性の判断をする定めが設けられていました。た
だし、回収可能性適用指針における（分類4）の要件
を満たす企業が（分類3）に該当するケースでは、将
来の一時差異等加減算前課税所得の発生見込みが含ま
れるなど、66号とはその要件が異なっていることに
留意が必要です。この（分類4）の要件を満たす企業
が（分類3）に該当するケースの例として、回収可能
性適用指針では、当期に代替的な原材料が開発された
ことにより、業績の回復が見込まれ、その状況が将来
も継続することが見込まれるような場合が挙げられて
います。
また、（分類4）の要件を満たす企業が（分類2）に

該当するケースは回収可能性適用指針で新たに設けら
れた定めです。回収可能性適用指針において、このよ
うなケースは、前述の（分類4）の要件を満たす企業
が（分類3）に該当するケースよりも少ないと考えら
れるとされている点に留意が必要です。この（分類4）
の要件を満たす企業が（分類2）に該当するケースの
例として、回収可能性適用指針では、当期において災害
による損失が発生した場合の例が挙げられています。

（5）適用初年度の期首において反証規定を適用しなかっ
た場合の取扱い
回収可能性適用指針は、平成28年4月1日以後開始

する連結会計年度及び事業年度の期首から原則適用と
なるので、適用初年度の期首において前述の（2）から

（4）の反証規定を適用しなかった場合、適用初年度の
年度末において反証規定を適用することが認められる
かが実務上の論点となります。この点、これらの反証
規定は、企業の実態をより適切に財務諸表に表すため
に設けられたものであることから、何ら状況の変化が
ない中で、期首では当該規定を適用せず、当該年度末
では適用するような取扱いが認められると、企業の実
態が適切に表されなくなり、反証規定の趣旨に反する
ことになります。従って、期首においてこれら反証規
定を適用しなかった場合には、企業の実態に影響を及
ぼすような企業内外の何らかの環境変化がない限り、
当該年度末においては反証規定を適用することができ
ないと考えられる点に留意が必要です。

3. 経過措置及び適用初年度の開示
（1）経過措置
回収可能性適用指針には経過措置が設けられており、
前年度以前に遡及することなく、適用初年度期首の利
益剰余金等に、会計方針の変更に係る影響額を加減算
します。
また、回収可能性適用指針の適用による全ての影響
を会計方針の変更の影響額として捉えるのではなく、
従前の66号の定めの内容を実質的に変更していると
考えられる前出＜表1＞の③、④及び⑤（（分類2）に
該当するものとした場合）の3項目のみを会計方針の
変更の影響額とし、その他の影響に関しては、損益に
計上することとされました。
なお、会計方針の変更の注記においても、影響額と
して注記されるのは前記の「会計方針の変更の影響
額」とされる3項目の影響額のみとなります。

（2）会計方針の変更による影響額がない場合の注記
回収可能性適用指針の適用に当たって、前述の「会
計方針の変更の影響額」とされる3項目の影響額がな
いとき、会計方針の変更の注記が必要となるかどうか
が論点となります。この点、「会計方針の変更の影響
額」とされる3項目の定めを適用しない限り、会計基
準等の改正に伴う会計方針の変更として取り扱われな
いため、会計方針の変更の注記を記載する必要はあり
ません。この場合であっても、回収可能性適用指針を
適用した事実を財務諸表利用者に開示するために、追
加情報としてその旨を記載することが考えられますが、
会計方針の変更ではないことから、影響額の記載は必
ずしも想定されていません。

• 重要な税務上の欠損金が生じた原因
• 中長期計画
• 過去における中長期計画の達成状況
• 過去（3年）及び当期の課税所得又は税務上の欠損
金の推移　など
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